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世界一の長寿を誇る我が国では、定年退職後、生産年齢人口を終えた人々が身体的、心

理的、社会的に健全且つ積極的に過ごすことが大きな課題となっているが、退職後に迎え

る心理社会的な課題に対する研究は少ない。健康な高齢者が増加し高齢期の社会的役割の

見直しが迫られる中、退職後の QOL を維持し豊かに老いるためのモデルとそのための教育

プログラムの開発が必要となる。本研究では、本事業の研究者により新たに作成した高齢

期における人生の質を向上させるケアウィルモデルの検証に向けた高齢期社会的 QOL関連

因子の抽出、及びモデルに基づく教育プログラムの評価を行った。高齢期をより良く生き

る指標として社会学的概念から人生の質を測定した評価的ウェルビーイング指標

（CASP19）を用い、1）どのような生活環境や経験が高齢期における人生の豊かさを支え

ているか、2）ウェルビーイング指標に基づくケアウィルコンセプトモデルと高齢期の効

力感との関連、3）実施した教育プログラム（ケアウィル講座）による各目標変数の変化

を評価した。その結果、高齢期のウェルビーイングには、自覚する健康状態に加え、「退

職期までどのように働いてきたか」、また「退職期までの働き方が現在の生活においてな

お役立っているか」、「現在、地域活動や学習機会などの社会参画の場を持っているか」と

いう要素が関連しており、ケアウィル教育プログラムにおける評価指標に設定した自己効

力感（一般的自己効力及び社会的自己効力）は上記ウェルビーイングの４つの各下位指標

と強く関連していた。また、教育プログラム「ケアウィル講座」の実践によって、ウェル

ビーイング総合得点及び一般的自己効力得点は向上したものの社会的効力に関しては変

化が見られなかった。こうしたことを踏まえ、ケアウィル事業の教育プログラムにおいて

対象者の効力感に着目したことは妥当であり、また今後、講座のみでは効果が見られな

かった社会的効力感の向上を、ケアウィル講座後に講座修了者によって運営されている

「ケアウィル勉強会」の継続活動を通して達成することにより、地域における高齢期の社

会支援活動としてのケアウィル事業本来の目的が達成されると思われる。 
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１）ケアウィルコンセプトモデルの検証 

A. 研究目的 

 社会の急速な高齢化に伴い、身体的健康

及び心理的健康に加え、高齢者の社会的な

健康の在り方が重視されている。地域で高

齢者のボランティア活動、生涯教育等の社

会参加が推進される中で、25 年度から始ま

る健康日本 21（第 2 次）計画においては、

10 年後の日本の目指す方向として「高齢者

が生きがいをもてる社会」という指針が示

され、高齢期における生きがいの重要性が

謳われた 1)。このことは、多くの先進国同

様 1990 年代以降の日本の高齢者の身体能

力が高くなり続けている事実や 2，3)、高齢

期における認知機能や精神的健康は生産人

口年齢を終えてなお上昇し続けるという研

究成果に裏付けられ 4，5）、身体の構造や機

能が加齢で大きく変化する高齢期において、

疾患を予防し、身体機能を維持または補助

するだけでは十分でないとする超高齢社会

における社会的問題を指摘している。高齢

期における豊かな生活と生きがいといった

課題は、身体・心理的健康を超えて、社会

的孤立や社会的生産性という社会的な健康

の重要性を示唆するものであり、長寿大国

日本において今後ますます重要となる福祉

課題でもある。特に定年退職後、生産年齢

人口でなくなった人々が伸びた寿命を他人

や家族に迷惑をかけずに生きることを目標

とするのでなく、身体・心理的に加え社会

的にも健全且つ積極的に過ごせる高齢期の

健康を獲得することが求められる。 

これらのことは、「オタワ憲章」が掲げる

Well-being に及ぶための健康を目的とし

た社会的健康の増進が健康寿命の延伸と対

をなす課題であることを意味し、高齢期の

社会的健康を支える良い人生の構成因子は

何であり、また本研究事業が目指す生きが

いをもって社会の中で暮らすために支援し

うる要素が何であるかを改めて検討する必

要がある 6）。 

このような高齢化の課題に対して作成さ

れた高齢期における社会的 QOL 尺度

CASP19 は、高齢期の QOL を構成する４

つの概念「自律性」「裁量」「楽しみ」「自己

実現」で構成されており、今後の先進国の

課題である高齢者が多数を占める社会での

包括的な健康の指標として注目される 7)。 
 
図１．高齢期の評価的ウェルビーイング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回、ケアウィル研究において上記の高

齢期の社会的 QOL（CASP19）の構成要素

のうち、社会参画の基本要素となる「自律

性」と「裁量」を軸としたケアウィルコン

セプトモデルを作成した。 
 

図 2．ケアウィル研究コンセプトモデル 
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 本モデルは自律性と裁量の高低とそれに

伴う個人の高齢期の QOL 維持・向上を妨

げる社会的課題を明確し、高齢期の能動性

である残りの構成要素「楽しみ」と「自己

実現」を如何に獲得しうるかを検討するフ

レームワークとして開発された。また本モ

デルは定年退職世代におけるセカンドライ

フキャリア形成の学習プログラムの指針と

して活用するためのものでもある。 

今回、作成したモデルに基づき、高齢期

における社会的健康課題の抽出とそれを支

援する教育プログラム評価を行った。まず

1)ケアウィル事業を展開する上で重要とな

る心理社会的因子を抽出するために高齢期

の社会的 QOL の高－低それぞれと関連す

る社会的環境や経験を抽出し、さらに 2)高

齢期の社会的 QOL 及びその構成要素が示

す維持・向上すべき４つの発達課題（自律

性・裁量・楽しみ・自己実現）とケアウィ

ル教育プログラムによって向上を目指す高

齢期の自己効力感がどのように関連してい

るかを分析した。 

 

B. 研究方法 

対象 

本研究の対象は、富山県の高齢者を対象

とした市民講座に参加した 60 歳以上の男

女 416 名である。2012 年 7～8 月に実施し

た無記名での自己記入式アンケート回答者

348 名（回収率 83.7％）のうち年齢・性に

回答した男性 127 名（平均年齢 74.8±6.3

才）、女性 210 名（平均年齢 72.4±5.7 才）

を分析対象とした。 

測定項目 

1) CASP19 

高齢期のQOLの測定には評価的QOL尺

度として使用されるロンドン大学で開発さ

れた高齢期の社会学的 QOL 尺度 CASP19

をバックトランスレートして使用した

（Appendix1）。合計された得点を 3 分し、

上位 3 分の１得点群を QOL が高い、下位

3 分の１得点群を QOL が低いとした。 

2) 高齢期の心理社会的因子 

昨年度の調査結果を踏まえ、高齢期の

QOL の関連因子として想定される 1．『健

康状態』主観的健康観と慢性疾患の有無、

2．『生活環境』配偶者・同居者・収入・ボ

ランティア活動・地域活動・学習機会・家

庭裁量・外出嗜好それぞれの有無、3．『過

去の仕事状況』働き甲斐と現在の生活への

活用の有無の 3 つの要素を高齢期の心理社

会的変数として用いた。 

3) 自己効力 

自己効力尺度は、Sherer らが開発した

24 項目からなる構造化尺度で 8,9）、17 項目

よりなる一般的自己効力と 7 項目よりなる

社会的自己効力の下位尺度に分類される。

今回、この２つの自己効力尺度の得点をそ

れぞれ高－低で 2 分し、自己効力の高低で

4 群を設定（一般的自己効力高－低×社会

的自己効力高－低）した。 

分析 

高齢期の社会的 QOL の高－低それぞれ

と関連する社会的環境や経験を評価するた

めに、CASP が高群か否かで 2 分したもの及

び CASP が低群か否かで 2 分したものをア

ウトカムとして、QOL の高さ及び低さそれ

ぞれと関連する因子の検討を行った。年齢、

性及び３つの心理社会的変数を独立変数と

して、QOL 高低それぞれと関連する因子の

抽出するためにロジスティック回帰分析を

用いて変数選択（尤度比減少法）を行った。 
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次に、ケアウィルコンセプトモデルが示

す克服すべき４つの発達課題（依存群から

独立群、依存群から集団形成群、独立群か

ら自己実現群、集団形成群から自己実現群）

とケアウィル教育プログラムによって向上

を目指す自己効力感がどのように関連して

いるかを評価するために、自己効力感と

CASP19 の関連を評価した。4 群に分類し

た自己効力分類のそれぞれの群間において

CASP19 の総合得点及び４つの下位尺度

（裁量・自律性・楽しみ・自己実現）得点

に差があるかを、年齢及び性を共変量とし

た共分散分析にて評価した。統計ソフトは

SPSSver.20 を用い、0.05 未満を有意水準

とした。 

 

C. 結果 

表 1 は、対象者の属性を示したものである。 

男性において 65－74才の人と 75才以上

の人の割合は 45.7％及び 48.0％であった

が、女性は 55.2％及び 33.8％と前期高齢者

の割合が高い。また 65 才未満の割合は男

女とも低い。また主観的健康感及び心理社

会的変数は男女で有意な差は見られず、効

力感得点も一般的自己効力、社会的自己効

力ともに男女差は見られなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 は、対象者の年代・性別の CASP 総

合得点を示している。 

男性全体の平均値は 41.4（SD:±6.08）、

女性全体の平均値は 42.0（SD:±6.0）で男

女で有意な差は見られなかった(t 検定)。ま

た表に示す年代別の男女差及び男女それぞ

れの年代差も見られなかった。 

 

 

 

 

 表 3 は、低 CASP 得点及び高 CASP 得

点それぞれに対して選択された各変数の関

連オッズ比を示している。 

主観的健康感の低さ（悪いと感じている）

が 2.02 倍、仕事経験が生活に活用されてい

ないことが 2.08 倍、地域活動をしていない

ことが 2.46 倍 CASP 得点の低さと関連し

ていた。一方、主観的健康感の高さ（良い

と感じている）が 2.84 倍、現在学習の機会

があることが 4.09 倍、現役時代に働き甲斐

を持っていたことが 2.24 倍 CASP 得点の

高さと、関連していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4 は、一般的自己効力（General self 

efficacy:表中 GSE）及び社会的自己効力

表１．対象者の属性
男性（n=127) 女性(n=210) p-value

年齢 % (mean) % (mean)
60-64 6.3 11.0
65-74 45.7 55.2
75-91 48.0 33.8 0.025

主観的健康感
良い 76.7 75.5
悪い 23.3 24.5 0.790

学習機会（現在）
有 75.0 78.0
無 25.0 22.0 0.536

働き甲斐（現役時）
有 72.9 63.7
無 27.1 36.3 0.095

仕事経験の生活活用
有 77.6 71.1
無 22.4 28.9 0.195

地域の活動
有 74.0 71.4
無 26.0 27.6 0.597

効力感得点
　　一般的自己効力 (58.5±9.0) (56.7±9.8) (0.128)
　　社会的自己効力 (21.8±4.1) (21.9±4.0) (0.778)
p-value:χ2test, (t-test)

表２．対象者の年代・性別CASP得点

Mean (SD) Mean (SD) Mean (SD)
男性 39.0 (4.0) 41.5 (6.5) 41.6 (6.0)
女性 43.0 (5.8) 42.1 (6.4) 41.1 (5.2)

※年齢・男女別分散分析ともに有意差なし

60-65才 65-75才 75-91才

表３．CASPの高低それぞれに対し選択された因子(変数選択法）

Odds ratio p-value Odds ratio p-value
主観的健康感

良い 1 2.84
悪い 2.02 0.038 1 0.03

学習機会（現在）
有 4.09
無 1 0.067

働き甲斐（現役時）
2.24

1 0.026
仕事経験の生活活用

有 1
無 2.08 0.039

地域の活動
有 1
無 2.46 0.008

※変数選択法は変数減少法（尤度比）を使用

低CASP 高CASP
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（Social self efficacy: 表中 SSE）の高低そ

れぞれの群間のCASP総合得点及び 4つの

下位尺度得点の差を検討したものである。

CASP 総合得点及び下位尺度得点すべてに

おいて、一般的自己効力（GSE）並びに社

会的自己効力（SSE）の高い群は低い群よ

り優位に得点が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３は一般的自己効力（GSE）の高低及

び社会的自己効力(SSE)の高低で分類した

4 群間における CASP 得点の違いを示した

ものである（年齢及び性を共変量とした共

分散分析）。 

 

図３．自己効力 4 群と CASP19 との関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般的自己効力（GSE）及び社会的自己

効力（SSE）の高低で組み合わせた 4 群で

の CASP19 総合得点は、全体で有意な差が

見られ、得点は GSE・SSE 両高群が最も

高く、次いで GSE 高－SSE 低群、GSE 低

－SSE 高群、GSE・SSE 両低群の順であっ

た。多重比較の結果、CASP19 の総合得点

は、GSE・SSE 両低群が GSE・SSE 両高

群及び GSE 高－SSE 低群と比べて有意に

低かった。 

下位尺度である自律性(Autonomy)・裁量

(Control)・楽しみ(Pleasure)・自己実現(Self 

realization)の各得点においてそれぞれ全

体で有意な差が認められた。多重比較にお

いては、自律性の得点は総合得点と同じ群

間に有意差が見られ、裁量の得点は総合得

点と同じ群間に加えて GSE 低－SSE 高群

が GSE・SSE 両高群よりも有意に低かっ

た。楽しみと自己実現の下位尺度得点にお

いては、GSE・SSE 両低群が両高群より有

意に低く、さらに自己実現の得点において

は GSE 高－SSE 低群が GSE・SSE 両高群

よりも有意に低かった。 

D. 考察 

今回の検討において高齢期の社会的

QOL に対しては、自覚する健康感が関連し

ていたとともに、QOL の低さに対しては、

地域活動をしていないこと、現役時の仕事

経験が生活に活用されていないことが関連

し、QOL の高さとは学習機会があること、

現役時に働き甲斐があったことが関連して

いた。また、ケアウィル教育プログラムに

よって向上を目指す自己効力と社会的

QOL の関連においては一般的自己効力と

社会的自己効力それぞれの高低による

QOL 各得点の差に加え、今回用いた自己効

力の 4 分類（一般的自己効力の高低×社会

的自己効力の高低）における違いが確認さ

表４．自己効力の高低によるCASP得点の違い
GSE低群 GSE高群 p値（t-test)

CASP19 39.9 43.8 <0.001
Control 8.7 9.5 <0.001
Autonomy 11.2 12.2 <0.001
Pleasure 10.7 11.9 <0.001
Self-realization 9.3 10.3 <0.001

SSE低群 SSE高群 p値（t-test)
CASP19 40.5 43.6 <0.001
Control 9.0 9.4 0.001
Autonomy 11.5 11.9 0.028
Pleasure 10.7 11.9 0.001
Self-realization 9.2 10.4 <0.001
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れた。特に一般的自己効力及び社会的自己

効力がともに高い群に対して社会的自己効

力が低いと自己実現得点が有意に低く、一

般的自己効力が低いと裁量得点が有意に低

いという結果となった。 

今回用いた高齢期の社会的 QOL は、老

年社会学の視点で開発されたものであり 7）、

開発された英国同様、多くが長生きで健康

な生活をおくる長寿大国日本において生き

がいや質の高い人生の測定に適していると

思われる 10)。従来の機能衰退パラダイムに

依拠しない本尺度の分布は、本対象におい

ても年齢による違いは見られなかった。ま

た、得点分布は英国での研究と同様に正規

性を示しており、得点の高い 3 分の 1 を高

い QOL、低い 3 分の１を低い QOL として

評価することは妥当であると思われる 11)。

これまで要素還元主義の中で研究されてき

た QOL において、QOL に影響を及ぼす要

素（例えば健康状態、ソーシャルネットワー

クなど）とは別に構成された本尺度を使用

して、高齢者の低い QOL は、健康でない

と感じていること、生活の仕事経験活用が

ないこと、地域活動をしていないことが、

また高い QOL には、主観的に健康だと感

じていること、現在学習機会があること、

現役時に働き甲斐があったことが関連して

いることが示され、また QOL の高低それ

ぞれで違う因子が抽出されたことは重要な

調査結果である。 

今回、抽出された QOL の高低と関連す

る因子において、健康状態の重要性が改め

て確認された。また現役時に働き甲斐が

あったことや現役時の仕事の経験が高齢期

の生活に役立っていることは、一貫性のあ

る人生把握という点で、エリクソンの統合

の概念及び人生の有意味性の研究結果と一

致するものと考える 12,13）。高齢期において

これまで生きてきた（特に仕事経験に基づ

き）人生を統合させ、今なお自分の人生と

して一貫性を持たせることは、高い QOL

の獲得につながることを示唆した結果と思

われる。一方、現在の地域活動や学習機会

も QOL の高低に関連していた。このこと

は、公式活動が自己概念を強めることのな

い否定的かつ非協力的な人間関係に高齢者

をさらす場合、生活満足が低くなるという

Longino と Kart の説明に基づき解釈する

と 14）、地域活動をしていないことが健康状

態と独立して QOL の低さと関連している

ことを示していることは、地域活動におい

て人間関係において互酬性が低い状態で高

齢者は QOL が低いことが推察される 15）。

一方、高い QOL と学習機会が関連するこ

とは、文部科学省によって示された学ぶ幸

せ「幸齢社会」の可能性を支持するもので

あるが 16)、社会的生産性という文脈におけ

る人に有能感や有用感を与えることで活動

のベネフィットを増大させるという報告が

ある 17）。こうした社会参加の一つとして高

齢期に対応した学ぶ機会の重要性が示され

たことは、これまでリスクファクターに焦

点を当てることが多かった高齢者の支援に

対して新しい社会的支援の可能性を意味す

るものだろう。 

更にこうした QOL を向上させるための

発達課題として、自己効力感に着目し高齢

期の社会的 QOL との関連を検討したが、

今回使用した自己効力尺度における 4 分類

において一般的自己効力と社会的自己効力

のどちらも低い群に比べ、どちらも高い群

は QOL の総合点及びすべての下位尺度で
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有意に高い得点であった。このことは、高

齢期における QOL とこの２つの自己効力

の強い関連性が示されたものと考えられる。

また高齢期の社会参画の要素とされる裁量

(Control)１）は一般的自己効力と関連が強

かった。これらは一般的自己効力を向上さ

せるといわれる成功体験と裁量の関連を示

すものであろう 18）。今回、CASP19 の下位

尺度を用い、裁量を測定した。Bobak らが

研究した人生の裁量(ライフコントロール

尺度)は、独立して健康との関連が報告され

ているが、この概念は自己効力及び統制と

の関連の中で強化されることを基本概念と

しており、今回の結果を支持するものと考

えられる 19)。また自律性は社会的自己効力

が低い場合において一般的自己効力の高低

と関連していたが、他者からの無用な加入

から自由である権利としての自律性の特性

が示されたものであると考える 7）。さらに

自己実現の得点においては、どちらの効力

も高い群と社会的効力のみが低い群とで違

いが見られた。このことは一般的な自己効

力が高いだけでなく、社会的な繋がりの能

力、すなわち社会的自己効力感を伴って初

めて自己実現に達しうることを意味するか

もしれない。これらの結果はケアウィル事

業の中心となる裁量と自律性の重要性に加

え自己実現のために社会的な効力が必要と

なることを示唆すると考えられる 20）。これ

らの結果は、退職後、高齢期に至る過程で

地域活動もしくは学習活動の中において自

己効力のみならず社会的効力を積極的に伸

ばしていく環境が必要であることを反映し

ていると思われる。一般的自己効力が成功

体験や制御体験と関連することに対して、

社会的自己効力は解雇や離職によって低く

なるという報告がある 8）。高齢者にとって

の解雇や離職という機会、すなわち退職の

時期に自分の人生をどう受け止め、その後

の高齢期に至る過程でいかに社会的効力を

維持・向上し続けるかが、各々の高齢期に

おける自己実現を目指すケアウィルプログ

ラムの最も重要な課題と考えられる。 

 

E. 結論 

今回、身体の構造や機能が加齢で大きく

変化する高齢期の QOL においては、自覚

する健康状態が重要な因子であることが再

確認された一方、退職期までどのように働

いてきたか、またそのことが現在の生活に

おいてなお役立っているか、地域活動や学

習機会などの社会参画の場を持っているか

という心理社会的な側面が重要であること

が示された。高齢者の QOL を維持する上

では、積極的に身体機能を維持する一方で、

生涯発達という視点からそれまでの連続し

た人生の経験を統合させ高齢期の生きがい

を育む社会環境の役割も重要であると考え

られる。 

またそのために効力感を向上させること

をケアウィルプログラムの目的に据えるこ

との有用性が確認された。特にケアウィル

事業の対象となる退職世代の男性において

は、これまでの仕事経験から一般的自己効

力が高く、またどのような活動で成功体験

が得られるかを熟知していると思われるが、

職場や家庭という限られた人間関係の中で

退職まで過ごしてきたもの、特に日本人に

特徴的な「働き詰め」という仕事を中心と

した過ごし方は社会的効力が低い、または

効力感の必要性を感じていない可能性があ

る。このことは退職期において一般的な自
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己効力を維持しながら、人間関係における

効力感という側面も維持・向上しうるプロ

グラムの必要性を示唆するものである。こ

れら２つの分析結果を踏まえ、今後プログ

ラムの実践評価を行う必要がある。 

 

２）ケアウィルプログラムの実践評価 

A. 研究目的 

 ケアウィル事業の目的である「高齢期に

おける伸びた寿命を周囲の迷惑にならない

ことを目的に生きるのではなく、社会的な

視点からも健康でポジティブな姿勢で過ご

す」ために、23 年度及び 24 年度において

独自の教育プログラムを開発した。プログ

ラムの開発には上記の目的の下、「自分らし

く生きたい」という人間としての願いと人

との関係性の中で生きるという文脈におい

てのケアに注目し、生産性重視の第一線か

ら退く退職者世代を対象とした高齢期の健

康と生きがいについての内容となっている。

特に本報告１）で高齢期の QOL と強い関

連が示された自己効力の向上に着目し、高

齢期の健康や生涯発達課題に関する情報を

得たのち、その情報を活用しながら自分ら

しく高齢期を過ごすためのプランニングを

実践し、互いに評価・賞賛し合いながら高

齢期に向かう人生への効力感を向上させる

ことを教育プログラムの学習目標とした。 

 自己効力という概念を提唱した Bandura

は、行動への自発的な変化に対する効果的

な介入について、情報の提供、シミュレー

ション、技術を生かした練習の機会、及び

個人の望む変化に関する社会的援助が必要

であるといっている 18)。今回、そうした理

論に基づき一連の講座を通した情報の提供

に加え、老後の生活のシミュレーションと

老後の人生のありたい姿を想定し個人が望

む変化を明確にするためのプランニングを

行った。さらに受講者によるプラン発表会

によって講座終了後の技術を生かす練習や

社会的援助を築くための機会につなげるこ

とを目的とした教育プログラムを実施した。 

情報の提供を行うための講座内容は本研

究事業の研究者にて検討され①高齢期にお

ける社会的な QOL を重視した健康や生涯

発達課題に関する情報、②家族や対人関係

といった個人を取り巻く関係性の中での高

齢期に関する情報、③心身ともに自分を内

省する機会の３つの柱によって構成される。

また講座により提供された情報を個人の有

用な知識として活用するために、個々人の

退職後の豊かな人生に向けたプランニング

とその発表会を引き続き行うという、講座

と実践の 2 部構成となっている。モチベー

ション理論に基づく独自のシート（ケア

ウィルプランニングシート）を用いたプラ

ンニングは人生の目標に向かう一貫性のあ

る行動計画を設計できるよう工夫し 21)、ま

た各自設計したプランは受講者間の発表会

における評価・賞賛というプロセスを通し

て自己効力を向上させることを狙いとして

いる 18)。 

今回こうした一連の講座を 2 度実施し

(24 年 2～3 月、25 年 10～11 月)、参加者

に対して講座受講期間における社会的

QOL の変化と自己効力の変化を評価した。 

 

B. 研究方法 

本事業において 24 年に 2 度実施された

「ケアウィル講座」の参加者（第 1 回 23

名及び第 2 回 18 名）を対象とした。参加

者は定年退職前後 5 年以内の男性であり、
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55 才から 68 才の年齢帯であった。 

参加者には研究の同意を得て受講しても

らい、初日と最終日に高齢期の社会的 QOL

尺度 CASP1 を測定した。またプログラム

の目標指数である自己効力感においては 2

回とも受講期間前後において Sherer らの

社会的効力を測定し受講前後の変化を測定

し 8,9)、第 1 回目の受講生に対しては坂野ら

の一般性セルフ・エフィカシー尺度を受講

期間内の各日に測定しプログラム内容によ

る一般的自己効力の変化を評価した 22)。ま

た評価においては統計ソフト SPSS を用い、

有意水準を 0.05 未満とした。 

 

C. 結果 

表 5 は 1 回目と 2 回目の受講生（表中 1

期生・2 期生と表記）における年齢及び社

会的 QOL と社会的効力の得点を示したも

のである。年齢及び、ケアウィル事業の最

終目標とする変数（すなわち CASP の総合

得点及び社会的自己効力）に違いは見られ

なかった（t 検定）。 

 

 

 

 

 

 

 

 表６は 1 回目と 2 回目の参加者全員にお

ける講座期間の前後の目的指数の変化であ

る。ケアウィル事業の最終目標である

CASP19と社会的自己効力の得点において、

CASP19 得点は有意に向上したものの、社

会的効力得点は統計的に有意な変化は見ら

れなかった。また 1 回目の受講生を対象に

行った教育プログラムの目的の目標となる

一般的自己効力は講座開始前と終了後で有

意に高くなっていた(t 検定)。 

 

 

 

 

 

 

図４は 1 回目の受講生における各回毎（4

回分）の一般的自己効力の変化である。1

回目・2 回目は情報提供のための講座であ

り、3 回目は対象後の豊かな人生に向けた

ケアウィルプランニング実践、4 回目は各

自作成したプランの発表会を行った。対応

のある一元配置分散分析を行った結果、全

体で有意な差が認められ、多重比較では 1

回目に対して 2 回目(p=0.044)、3 回目

(p=0.001)、4 回目(p<0.001)ともに有意に得

点が高い結果となった。 

 

図４．講座期間の一般的自己効力感の変化  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

D. 考察 

 今回、本研究事業において独自に開発し

たケアウィル教育プログラムを社会的

QOL 及びそれらの向上を促す因子として

の自己効力という視点から評価を行った。 

表５．1期生・2期生の初日の年齢及び目的指数得点
p-value

Mean (SD) Mean (SD)
年齢 60.2 (3.3) 61.3 (3.7) 0.299

CASP19得点 40.3 (3.5) 39.8 (7.7) 0.862

SSE得点 16.4 (2.9) 16.7 (5.3) 0.804
p-value:t-test

1期生(n=23) 2期生(n=18)

表6．講座参加者の各目的指数の変化
p-value

Mean (SD) Mean (SD)
CASP19得点 39.7 (5.2) 41.7 (4.7) 0.019
(n=35)
社会的自己効力得点 16.4 (4.1) 16.9 (3.6) 0.263
(n=35)
一般的自己効力得点
(n=20：1期生のみ） 23.9 (2.81) 25.9 (2.49) 0.001
p-value:paired t-test

講座開始前 講座終了後
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教育プログラムの目標とした一般的自己

効力は講座前後で有意に向上していたとと

もに、ケアウィル事業全体の目標である社

会的 QOL 得点も向上していた。また一般

的自己効力と対をなす社会的自己効力は教

育プログラムによっては向上されなかった。

これらは本教育プログラムが行動への自覚

的な変化に対する介入のうち、情報の提供

とシミュレーションの部分を核にして実施

したことを反映していると思われる。また

社会的効力に関しては、これまで築いてき

た対人関係に基づく変化し難い個人的態度

である可能性を踏まえると 8)、本教育プロ

グラムの後に、技術を生かした練習の機会

や個人の望む変化に関する社会的援助が得

られる中で時間をかけて醸成されていくも

のと考えられる。社会的効力に変化は見ら

れなかった一方、一般的自己効力は前後で

大きく向上し、それと同時に社会的 QOL

得点も向上した。一般的自己効力において

は、各回を経るごとに得点が上昇しており、

特に情報提供の講座期間内(1回目から 2回

目)においても変化している。これはプラン

ニングの前提となる健康と生きがいの情報

提供がケアウィル講座にとって重要な位置

づけであることを示しているといえる。ま

た 3 回目以降も一般的自己効力は上がり続

けており、初回と最終日では有意に変化し

ている（p=0.001）。このことは知識習得の

ための情報提供とそれに基づきプランニン

グを行い発表するというケアウィル講座が、

目標に設定した一般的自己効力の向上をな

し得る教育プログラムであることを確認す

るものでもある。と同時に社会的 QOL を

示すCASPも受講前後で有意に向上してい

た。このことは自律性、裁量、楽しみ、自

己実現といった抽象的な概念であり、操作

可能性が低いと思われるこれらの要素も向

上させることができたという評価結果は特

筆すべきことであろう。研究１）において

この社会的 QOL 指標が一般的自己効力だ

けでなく社会的自己効力とも強く関連して

いたことから、今回のプログラムによって

一般的自己効力に影響される QOL が向上

した可能性が考えられる。一方、社会的効

力尺度の変化に先立ち CASP19 指標に

よって変化が捉えられたかもしれない。こ

れら QOL 向上のためのプロセスには更な

る検討が必要であるが、今回の結果からは、

一般的な自己効力はケアウィル教育プログ

ラムによって向上し、今後退職期における

新たな他者と関係性の中で社会的効力の向

上が期待されると考えられる。その意味で

は、現在ケアウィル講座の修了者によって

設立され、定期的に実施されている「富山

ケアウィル勉強会」において退職期の豊か

な人生を過ごすための交流活動（作成した

プラン人の実践の進捗報告や高齢期におけ

る生活課題の抄読会や事例検討会等）の継

続により社会的効力の向上を目指すことが

重要と思われる。 

 

E. 結論 

今回、2 度開催したケアウィルプログラ

ムにおいて、講座参加者の QOL 及び自己

効力の変化を検討した。大学によって主催

したケアウィル講座では、教育プログラム

の目標とした自己効力感のうち一般的自己

効力が有意に向上し、また高齢期における

社会的 QOL も有意に向上した。このこと

から①講座（基礎知識の提供）、②プランニ

ング、②発表会という一連の教育プログラ



29 
 

ムの構成と内容はケアウィル事業の目標に

対して有効であることが認められた。一方

社会的自己効力はケアウィル講座の期間内

に変化は認められなかった。このことから

24 年度より行われている受講後における

修了生の自律的な実践活動によって高齢期

の豊かな人生を目指すことがケアウィル事

業の今後の課題と思われる。今回の結果は、

退職期の豊かな人生を過ごすための地域教

育においては、講座による教育プログラム

に加え、参加者間の交流と生活課題の実践

的な検討会の場に繋ぐことの必要性を示唆

する結果と思われる。 

 

F. 研究発表 

学会発表 

１）立瀬剛志，藤森純子，新鞍真理子，永

田勝太郎：高齢期の社会的 QOL と自己

効力感との関連－人生の質向上を目指し

た「ケアウィル」モデルにおける検討．

第 28 回日本ストレス学会総会，2012，

11，30-12，2，札幌． 

２)立瀬剛志，藤森純子：（シンポジスト）

高齢社会の QOL とセルフケア．第 5 回

日本健康医療学会，2012，10，7，東京． 

３）立瀬剛志，藤森純子：（シンポジスト）

高齢社会の QOL とセルフケア．第 18 回

日本実存療法学会，2012，11，10，東京． 

４）立瀬剛志，藤森純子，関根道和，中嶋

譲：高齢期 QOL に関する心理社会的因

子の検討－富山エイジレス研究調査報告．

第４７回富山県公衆衛生学会，2013，2，

7，富山． 

 

知的財産権の出願・登録状況 

 

なし 
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Appendix CASP-19の下位尺度と項目 

 

裁量（CONTROL） 

１．歳のせいで、やりたいと思うことができない  

２．自分に身に起こることに手が負えないと感じる  

３．将来の計画を自由に立てることができる  

４．仲間はずれにされている気がする  

 

自律性（AUTONOMY） 

５．やりたいと思ったことはできる  

６．家族に対する責任で、思ったことができない  

７．自分のできることをやって、楽しく過ごせる  

８．健康状態のせいで、やりたいことができない  

９．お金がないので、やりたいことができない  

 

快楽（PLEASURE） 

１０．毎日が楽しみ  

１１．人生が有意義だと感じる  

１２．やっていることが楽しい  

１３．仲間といることが楽しい  

１４．全体として自分は幸福な人生を送ったと思う  

 

自己実現（SELF-REALIZATION） 

１５．最近自分がエネルギッシュだと感じる  

１６．以前やったことのないことを選んでやっている  

１７．人生の成り行きに満足している  

１８．人生はチャンスで満ちていると感じる  

１９．将来が明るいと感じる  

 

回答コード：3=ひんぱんにある、2=時々ある、1=全くない 

項目 1、2、4、6、8、9 は逆コード 

 


